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資料-1 

「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」  (平成 25 年 6 月 14 日) ＜抜粋＞ 

二． 戦略市場創造プラン 

『テーマ 1： 国民の「健康寿命」の延伸』 

(1) 2030 年の在るべき姿 <略> 

（2）個別の社会像と実現に向けた取組 

① 効果的な予防サービスや健康管理の充実により、健やかに生活し、老いることができる社会 

Ⅰ) 社会像と現状の問題点 

個人や企業が自ら健康管理や予防に高い意識で取り組むとともに、必要なサービスがどこ

でも簡単に受けられる社会を目指す。 

一方、現状では、次のような要因で予防への動機付けが乏しい。 

ⅰ）個人は、健康なときは、食事管理や運動などの予防・健康管理を継続して行う意識が

弱くなる傾向がある。 

ⅱ）保険者は、健康管理や予防の必要性を認識しつつも、個人に対する動機付けの方策を

十分に講じていない。 

企業にとっても、本来、社員の健康を維持することは、人材の有効活用や保険料の

抑制を通じ、会社の収益にも資するものであるが、こうした問題意識が経営者に浸透

しているとは言い難い。 

ⅲ）これらも要因となり、健康管理や予防サービスが産業・市場として成長していない。 

特に、公的分野との境界で制度的な不明確さもあり、サービスの提供者が参入に 

ちゅうちょしたり、消費者にとっても安心してサービスを受けにくい状況にある。 

 

Ⅱ) 解決の方向性と戦略分野（市場・産業）及び当面の主要施策 

こうした現状を打開するため、個人・保険者・企業の意識・動機付けを高めることと健

康寿命延伸産業の創出を両輪で取り組む。これにより、どこでも簡単にサービスを受けら

れる仕組みを作り、自己健康管理を進める「セルフメディケーション」等を実現する。 

すなわち、意識・動機付けにより潜在市場の拡大を図るとともに、規制・制度の改革・

明確化を始めとして、最も効果的・効率的な政策手段を採用することで、健康増進・予防

（医療機関からの指示を受けて運動・食事指導を行うサービス、簡易な検査を行うサービ

スなど）や生活支援（医療と連携した配食サービスを提供する仕組みづくり等）を担う市

場・産業を戦略分野として創出・育成する。 

○健康寿命延伸産業の育成 
・ 適正なケアサイクルの確立と、公的保険に依存しない新たな健康寿命延伸産業を育成する

ための包括的な政策パッケージを策定する。関連規制に関するグレーゾーンの解消、新製

品・サービスの品質保証・情報共有の仕組み、リース方式の活用等を通じた市場の創造・リ
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スク補填に取り組む。本年８月末までに検討を進め結論を得た上で、法制上の措置等必要

な措置を講ずる。 

<中略> 

○予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづくり 

<中略> 

・ 特定健診・保健指導の効果に関し、特定保健指導を終了した人と利用していない人とで

健康状態や生活習慣の改善状況を比較するとともに、特定保健指導の医療費適正化効

果の分析にも着手することにより、当面来年度までの２か年において一定の効果検証の成

果を得て、その周知を行い、保険者の保健事業等の取組を促進する。 

<中略> 

・ 薬局を地域に密着した健康情報の拠点として、一般用医薬品等の適正な使用に関する

助言や健康に関する相談、情報提供を行う等、セルフメディケーションの推進のために薬

局・薬剤師の活用を促進する。 

<以下、略> 
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資料-2 

社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措置」 

の骨子について 

平成 25 年８月 21 日 

閣 議 決 定 

 

社会保障制度改革推進法（平成 24 年法律第 64 号）第４条の規定に基づく

「法制上の措置」に関し、 

①  同法第２条の基本的な考え方にのっとり、かつ、同法第２章に定める基本

方針に基づき、 

② 自らの生活を自ら又は家族相互の助け合いによって支える自助・自立を基

本とし、これを相互扶助と連帯の精神に基づき助け合う共助によって補完し、

その上で自助や共助では対応できない困窮等の状況にある者に対しては公

助によって生活を保障するという考え方を基本に、受益と負担の均衡がとれ

た持続可能な社会保障制度の確立を図るため講ずべき改革（以下「社会保障

制度改革」という。）の推進に関する骨子について、社会保障制度改革国民

会議の審議の結果等を踏まえ、次のとおり定める。 

政府は、本骨子に基づき、社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく

「法制上の措置」として、社会保障制度改革の全体像及び進め方を明らかに

する法律案を速やかに策定し、次期国会冒頭に提出する。 

一 講ずべき社会保障制度改革の措置等 

（省 略） 

２．医療制度 

高齢化の進展、高度な医療の普及等による医療費の増大が見込まれる中で、

国民皆保険制度を維持することを旨として以下のとおり、必要な改革を行う。 

（１）個人の選択を尊重しつつ、健康管理や疾病予防など自助努力を行うイン

センティブを持てる仕組みの検討など、個人の主体的な健康の維持増進

への取組を奨励する。 

（以下省略） 

3

CS937894
長方形



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13


	【表紙】産業競争力会議医療・介護等分科会
	【131004　ヒアリング資料1】日本再興戦略抜粋
	【131004　ヒアリング資料2】社会保障制度改革推進法第4条の規定に基づく「法制上の措置」の骨子について(抜粋))
	【131004　ヒアリング資料3-1】130807日本再興戦略の実現に向けたＯＴＣ医薬品の取扱い要望(写付)
	【131004　ヒアリング資料3-2】111021　セルフメディケーション振興に等に係る要望(一般薬連発0012号)(写付)
	【131004　ヒアリング資料4-1】111220　一般用医薬品たる検査薬の承認(認証)推進について(要望)
	【131004　ヒアリング資料4-2】規制改革ホットラインへの要望



